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東日本大震災後における消費財の優先度の変容に関する研究 

─家電製品を事例に─ 

 
○太田貴仁, 古川柳蔵, 須藤祐子, 石田秀輝（東北大） 

 

 
1. 研究の背景及び目的 

 近年、様々な地球環境問題が生じている。それ

は、地球温暖化を含む気候変動だけではなく、石

油やレアメタルなどの資源の枯渇、エネルギー不

足、生物多様性の劣化、人口の増大、食糧の分配

問題など多岐にわたる。これら地球環境問題の原

因は人間活動の肥大化であり、それらのリスクは

2030 年頃に収束することが予想されている[1]。こ

のような地球環境問題に対する生活者の意識は、

増田ら[2]が行ったアンケート調査によると、9 割

以上の生活者が環境問題に関心を持つなど非常

に高いことが分かる。また、生活者の使用する家

電などの機器については、トップランナー基準の

導入により機器そのもののエネルギー消費効率

が向上[3]し、使用段階の補完的なエネルギーロス

削減技術も発達している[4]。このように、多くの

生活者が環境問題に関心を持ち、省エネルギー技

術も向上している一方で、地球環境問題は加速し

ている。例えば、実際の家庭における CO2 排出割

合は上昇傾向にある[5]。したがって、現在のまま

のライフスタイルを継続していくと、2030 年の地

球環境問題のリスクが収束してしまうことが予

想されるため、生活者が現在使用している物の使

い方を改め、環境負荷を減少させるようなライフ

スタイルに移行する必要がある。環境負荷を低減

させるライフスタイルへ移行するためのプロセ

スは、ものの価値観の変容のメカニズムを解明す

ることが必要となる。 

価値観が変わるきっかけには、環境の変化や時

間の経過など様々なものが考えられるが、ここで

は環境の変化の一つである東日本大震災につい

て採り上げる。震災が発生したことにより、被害

の大きかった地域では、エネルギー供給システム

の停止による停電、ガス・水供給の不安定化、道

路が寸断し流通が断絶したことによる食料不足

や食料供給の不安定化などが引き起こされた。こ

れらの様々な制約が長期に渡って生活者に直面

し、生活者の周りの環境が変化し、生活者の価値

観も変化したと考えられる。 

 ものの価値観の変容に関する既存の研究とし

て、増田ら[2]や星川ら[6]によるアンケート分析が

ある。増田らによって東日本大震災以前の 2010

年 3 月にアンケートが行われた。増田らは、もの

の価値観の指標である消費財の優先度について

調査した。星川らは、増田らと同様のアンケート

を震災から 100、200、300 日後に継続して行うこ

とによって消費財の優先度の変容について研究

を行った。星川らは、震災の影響が強かったと考

えられる東北地方と、比較的小さかった東北地方

以外の消費財の優先度の変容について研究し、制

約の強い東北地方で震災後優先度が一旦は上昇

するものの、時間経過と共に減少して震災前の優

先度に戻ってしまうことを明らかにした。星川ら

は、これを優先度の揺り戻しと呼んでおり、消費

財の優先度に揺り戻しが発生したことを報告し

ている。しかし未だ、震災から時間が経過した後

に起こった制約（節電期間など）についての分析

が為されていない。そこで、本研究では、震災に

限らず、節電施策などの影響を受けた生活者にお

けるものに対する価値観の変容メカニズムにつ

いて明らかにすることを目的とする。 

 

2. 研究手法 

 価値観変容の詳細なメカニズムを解明するた

め、本研究でも星川らと同様のアンケートを行う

ことによって消費財の優先度の変容を分析する。 

調査対象とした消費財は、増田らや星川らと同

様の耐久消費財 18 品と消耗消費財 36 品とした。 

また、アンケート調査は Web のアンケート会社

である(株)楽天リサーチに委託して行い、(株)楽

天リサーチに登録している 20 代～60 代の男女を

対象とした。増田らや星川らと同様に、各調査回

においてサンプル総数は 1000 サンプル、20 代～

60 代の男女各 100 サンプルずつとした。また、サ

ンプル構成は震災の被害が大きいと考えられる

東北地方 6県から 300 サンプル、その他の地方か

ら 700 サンプルとし、性別・年代の割合をそれぞ

れの地域で均等にした。なお、増田らの調査では

東北地方に焦点を当てていないため、東北地方で

42 それ以外の地方で 958 サンプルとなっている。

本研究のアンケート調査時期は震災から400日後

と震災から 600 日後の 2回実施した。 

 本研究でも星川らと同様にものの価値観の指

標として消費財の優先度を取り扱う。優先度の算
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出方法を以下に記述する。初めに、消費財 54 項

目の利用頻度を尋ねる。利用頻度が「ほぼ毎日・

週に 5、6回・週に 3、4回・週に 1、2回・月に 1、

2 回」のいずれかを回答した回答者を利用者とす

る。次に、利用している消費財のみを残し、回答

者に「現在、あなたが利用(所有)しているモノの

中で手放したくないモノはどれですか？現在、あ

なたの生活でどうしても必要な優先度の高いモ

ノを選んでください。」という質問を行い、各消

費財に対し、選んだ人を重視者とする。優先度は

利用者に対する重視者の割合である。 

 本研究では、分析対象を‘東北地方と東北地方

以外’から‘東北電力、東京電力、関西電力’3

社の管内の生活者に視点を移す。電力会社 3社を

取り上げた理由を下記に述べる。東北電力管内で

は震災後に停電や、電気事業法第 27 条が発動し

たことによって生活者の節電意識が変化し、消費

財の優先度に影響があると考えられる。電気事業

法第 27 条とは、供給される電力が使用量よりも

不足する恐れがある場合に、経済産業大臣が発動

する電力の使用制限措置のことである。東京電力

管内では計画停電の実施や、電気事業法第 27 条

の発動、2012 年 9 月 1日の電気料金の値上げなど

があり生活者の節電意識に影響があったと考え

られる。関西電力管内では震災の影響によって原

子力発電所が定期検査に入り、電力需給状況が逼

迫した。そのため、2011 年の夏と冬及び 2012 年

の夏に数値目標のある節電期間が設定され、生活

者の節電意識に変化があったと考えられる。この

ように、震災という直接の制約だけでなく震災後

に電気の使用に関する様々な制約が生活者に降

り注ぎ、生活者の節電意識が変化し消費財の優先

度にも変化があったと考えられるため以上の3社

に着目した。 

 

3. 節電意識と優先度の関係 

 節電意識と消費財の優先度の関係について分

析するため、震災から 600 日後のアンケートで節

電意識に関する質問を実施した。なお、質問項目

は河波 [7]の省エネルギー意識に関する質問を参

考にして 9項目作成した。回答者には、各項目に

対し、「1：全くあてはまらない、2：あまり当て

はまらない、3：どちらとも言えない、4：やや当

てはまる、5：かなり当てはまる」の 5 段階で評

価してもらった。節電意識に作用している因子を

判明させるために節電意識に関する9項目の質問

を因子分析にかけた。なお、因子分析には最尤法

及びプロマックス回転を用いて分析した。スクリ

ープロットの固有値から因子数は2つが適当であ

ると判断した。 

また、因子分析によるパターン行列を表 1に示

す。 

 

表 1 節電に関する因子分析のパターン行列 

1 2

4.家庭での電気使用量を抑

えようと意識している

.933 -.018

8.家庭での節電を心がけて

実行している

.876 .042

1.電気の無駄遣いを見ると

もったいないと思う

.723 .013

3.少しずつでも家庭の節電

は必要である

.716 .090

5.家庭での節電を実行する

ことに満足している

.505 .241

9.節電運動には積極的に参

加・協力したい

.006 .824

7.新聞などで知った節電の

工夫は実行する

.000 .807

2.家族や友人や同僚が節電

しているのを見ると自分も

節電してみようと思う

.136 .724

6.節電に関する情報には敏

感なほうだと思う

.075 .715

 因子

 
 

パターン行列の因子負荷量から第 1因子は 5項

目に影響を及ぼしていることが分かった。第一因

子には「家庭での電気使用量を抑えようと意識し

ている」や「家庭での節電を心がけて実行してい

る」など、家庭に関する項目が多いため‘内部節

電因子’と名付けた。一方、第 2因子は 4項目に

影響を及ぼしていることが分かった。第二因子に

は「節電運動には積極的に参加・協力したい」や

「新聞などで知った節電の工夫は実行する」など

公の活動や、外部の情報などとの接触に関する項

目が多いため‘外部節電因子’と名付けた。 

内部節電因子の5項目の平均値を内部節電因子

得点、同様に外部節電因子の 4項目の平均値を外

部節電因子得点と定義し、生活者の節電意識の強

さを定量化した。また、節電意識の強さと消費財

の優先度の関係を調べるため、内部節電因子得点

および外部節電因子得点のそれぞれで得点が4点

以上と4点未満のグループで優先度に差があるか

検定を行った。検定の結果、内部及び外部節電因

子得点ともに得点の高いグループで優先度も有

意に高いことが明らかとなり、節電意識の高い生

活者ほど消費財の優先度も高いということが示

された。そのため、逆に節電意識が高まると消費

財の優先度も上昇することが考えられる。 

 

4. 節電と優先度及び控え度の関係 

次に 3社の電力会社に分けて節電期間などの制

約前後の消費財の優先度の変化を、電力を使用す

る消費財(以下家電)と電力を使用しない消費財
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(以下非家電)に分けて分析した。なお、家電及び

非家電それぞれの優先度の平均値を家電の優先

度及び非家電の優先度とする。 

関西電力管内の優先度変化の結果を図1に示す。 
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図 1 震災前後における関西電力管内の家電及び

非家電の優先度変化 

 

なお、図 1～図 3 において赤帯で示されている出

来事は、関西電力管内の生活者に強く影響を与え

たと考えられる出来事である（後述する東北電力、

東京電力についても同様）。関西電力管内の影響

力のある出来事として、初めに 2011 年夏の 15%

節電期間がある。震災から 100 日後と 200 日後の

間にこの節電期間があり、それによって節電意識

が高まり、生活者が消費財の大切さを認識した結

果、消費財の優先度が上昇していると考えられる。

しかし、その後消費財の優先度は節電期間という

制約前の状態へと戻っていることから、震災とい

う直接の制約だけでなく節電期間という震災後

に発生した制約でも、星川らが報告していた通り

に価値観の揺り戻しを確認できた。また、2011 年

夏の節電期間の後にも2011年冬の10%節電期間と

2012 年夏の 15%節電期間の 2度の節電期間がある

が、こちらでは優先度の上昇は確認されていない。

これは一度制約を経験したことによる慣れが原

因であると考えられる。さらに、節電期間などの

制約が家電の優先度にのみ影響していると想定

していたが、実際は非家電の優先度も家電の優先

度と同様の変化傾向を示していることが分かる。

これは、節電意識の高まりによって家電の大切さ

を認識し、その認識が非家電にも移ったことが原

因であると考えられる。 

 次に、東北電力管内の優先度変化の結果を図 2

に示す。東北電力管内では、東日本大震災の発生

それ自体が生活者に影響を与えたと考えられる。

そのため、震災の影響で震災前から震災 100 日後

に家電や非家電の優先度が上昇したと考えられ

る。その後、震災 100 日後と 200 日後の間で電気

事業法第 27 条が発動したことが生活者の制約と

なり優先度が上昇すると考えられるが実際は優

先度が減少している。この減少は、電気事業法第

27 条が生活者に直接制約として課せられたわけ

ではないことや、価値観に揺り戻しが起こったこ

とが原因であると考えられる。また、関西電力管

内ほどではないが東北電力管内でも家電と非家

電の優先度が同様の変化傾向を示していること

が確認された。 
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図 2 震災前後における東北電力管内の家電及び

非家電の優先度変化 

 

 次に、東京電力管内の優先度変化の結果を図 3

に示す。 
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図 3 震災前後における東京電力管内の家電及び

非家電の優先度変化 

 

東京電力管内の震災前から100日後の優先度の増

加は、東京電力管内が被災地から近いことや一部

被災地に含まれることから、東北電力管内と同様

に東日本大震災の発生それ自体が原因であると

考えられる。しかし、その後家電、非家電ともに

優先度が減少していることから価値観の揺り戻

しが確認された。価値観の揺り戻しが起こった後、

震災から 200日後と 300日後の間で優先度が上昇

しているが、これは福島第一原発事故収束の大き

な節目である冷温停止宣言[8]の影響があると考え

られる。冷温停止宣言とは、東日本大震災によっ

て発生した福島第一原発事故収束に向けたロー

ドマップにおける原子炉問題解決のための行程

ステップ 2が完了したことの宣言である。関西電

力管内では節電期間などの制約といった種類の

出来事が続けて起きたために二回目の優先度の

上昇は確認されなかったが、冷温停止宣言は生活
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者の意識に何らかの影響を与え、二回目の優先度

の上昇が起こったと考えられる。しかし、制約以

外にどのような種類の出来事で優先度が上昇す

るかは未だ不明な点が多いため、より詳細なメカ

ニズムの解明が必要である。また、東京電力管内

でも関西電力管内や東北電力管内と同様に家電

と非家電の優先度が同様の変化傾向を示してい

ることが分かる。 

 より詳細な価値観変化のメカニズム解明のた

め、ものに対する価値観の新しい指標として‘控

え度’について分析を行う。控え度の算出方法を

以下に記述する。回答者に「普段使用しているも

のの利用をどれだけ減らしたり控えたりするこ

とができるか」を尋ね、1.利用をひかえたくない、

2.利用を少しひかえてもよい、3.利用を大きく控

えてもよい、の 3段階でどれだけものの使用を控

えることができるか評価してもらい、その平均値

を控え度と定義した。控え度が高いほど、ものの

使用を控えられるという意識が強いということ

を意味する。東北電力の家電のグラフを図 4に示

す。 
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図 4 東北電力管内における家電の控え度変化 

 

東北電力管内と東京電力管内では震災から100日

後もしくは200日後に控え度のピークがきている。

これは、東北電力管内では特に震災の影響が強く、

その影響であると考えられる。しかし、控え度は

制約後に一旦はピークを迎えるものの、その後時

間経過と共に減少してしまうため、控え度にも優

先度と同様に価値観の揺り戻しがみられた。この

現象は東京電力と関西電力についても同様であ

った。 

 

5. 結言 

 本研究では消費財を対象としたアンケート調

査により、震災や震災以外の節電などの制約が消

費財の優先度や控え度に与える影響を分析した。

初めて生活者が制約を受けた時は生活者の価値

観に変化が生じるものの、二回目以降の制約では

生活者の価値観に与える影響が弱まったことが

確認された。また、優先度以外に控え度の指標で

も優先度と同様に価値観の揺り戻しが生じるこ

とが分かった。 

 本研究の結果から、強制力の強い震災や節電な

どの制約によって控え度などの意識が強まり、低

環境負荷な方向へ移行することが判明した。しか

し、価値観の揺り戻しによってそのような意識は

戻ってしまうため、生活価値の不可逆性[9]を裏付

ける結果となった。 
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